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１．南海トラフの巨大地震について

中央防災会議 「南海トラフの巨大地震モデル検討会」中間とりまとめ（平成23年12月27日）より 1
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２．中国地方における大規模地震に対する検討委員会

１．設立主旨１．設立主旨

今般の東日本大震災による甚大な被害の発生を踏まえて、中国地

方においても大規模地震が発生した場合の諸課題を整理・分析する

とともに、その際の基本的な対応方針について検討するものである。

２．検討委員会委員２．検討委員会委員
委員長 阪田 憲次 前土木学会会長・岡山大学名誉教授

副委員長 三浦 房紀 山口大学大学院教授

河原 能久 広島大学大学院教授

木下 誠也 愛媛大学防災情報研究センター教授

平田 直 東京大学地震研究所地震予知研究センター教授

松見 吉晴 鳥取大学大学院教授

山城 滋 中国地新聞社論説主幹

横田 修一郎 島根大学総合理工学部教授

※オブザーバーとして、各県の土木部長等が出席

３．経緯３．経緯
第1回：平成２３年６月２１日（火）

情報の共有
中国地方における大規模地震について全般的な議論

第2回：平成２３年９月１２日（月）
大規模地震の想定と課題の抽出

第3回：平成２３年１２月５日（月）
中国地方における防災対応の方向性について

第4回：平成２４年1月３１日（火）
提言取りまとめ

平成２４年２月１６日（木）

提言・報告書 公表（中国地方整備局ホームページ）

http://www.cgr.mlit.go.jp/zisin_iinkai/index.html

４．提言の概要４．提言の概要

中国地方において想定される地震・津波とその対策に関する提言

Ⅰ.中国地方において想定すべき地震・津波

南海トラフの巨大地震・津波

内陸の浅い地震
安芸灘～伊予灘で発生する地震

日本海側の津波・地震

Ⅱ.中国地方における地震・津波対策

１．南海トラフの巨大地震・津波対策

２．内陸の浅い地震及び安芸灘～伊予灘で発生する地震対策

３．日本海側の地震・津波対策

４．災害に強い地域構造づくり

６．災害時の応急復旧等の対策

７．広域支援体制の整備

５．被災時の避難支援

８．大規模地震・津波の調査研究の推進
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いかなる規模の災害においても、人命は守るという「減災」の考え方を基本として、総合的な対策を進める

１．南海トラフの巨大地震・津波対策 ２．内陸の浅い地震及び安芸灘～伊予灘で
発生する地震対策

３．日本海側の地震・津波対策

４．災害に強い地域構造づくり

６．災害時の応急復旧等の対策

７．広域支援体制の整備

２．中国地方における大規模地震に対する検討委員会の提言概要

５．被災時の避難支援

８．大規模地震・津波の調査研究の推進

瀬戸内海側では、太平洋側に比べて減衰するものの、
従来の評価を相当超える規模を想定

判明している活断層以外の場所でも、内陸の浅い地震
が発生する可能性を想定

再度発生することを想定

日本海沿岸域の海域活断層とともに日本海東縁部で発
生する地震を想定

・津波高は、瀬戸内海沿岸の複雑な地形、海底形状による
影響を考慮
・長周期地震動や液状化による被害の拡大が懸念

・津波シミュレーションと津波対策推進
・堤防、岸壁の耐震性、対浪性強化、被災時管理に配慮
・沿岸低地のライフライン施設防護とハード・ソフトを組み合
わせた防災地域づくり
・岸壁等の背後地の液状化対策や埋設管の耐震化
・コンビナート関係機関の連携強化、安全対策推進

・全国で土砂災害の危険地域が最も多い
・急斜面の宅地造成地
・建築物の耐震化が全国平均以下
・Ｍ７前後の直下型地震による強い揺れ

・防災拠点機能や避難場所などの耐震化促進
・土砂災害危険箇所や盛土造成地における土砂災害対策

・日本海側の地震・津波に関する科学的データ不足
・沿岸低地への津波対策の遅れ

・古文書と堆積物調査の両面からの調査
・ハード、ソフト対策を組み合わせた防災地域づくり

・山陰自動車道の早期完成など高規格幹線道路のミッシングリンク（道路網の未整備
部分）解消
・瀬戸内海側と日本海側を結ぶ道路・港湾の物流ネットワーク整備
・重要施設（庁舎を含む）の耐震化の推進、橋梁等の老朽化対策

・中山間地域や島嶼部を中心に過疎化・高齢化が全国的に進展
・被災時の孤立化の可能性

・過疎化と高齢化を踏まえた孤立集落の避難支援対策推進
・孤立集落の情報伝達手段の整備と情報の一元化
・避難情報伝達、防災訓練（避難訓練）、防災教育を含めた一体的取組みの推進

・中国地方の都市・産業配置や中山間地域等の地域構造や発生する被害
の特質を踏まえた道路や港湾の復旧
・復旧活動の体制づくり
・応急復旧や復興を支える地元建設業の減少による地域防災力の低下

・被災時に障害を取り除き道路を切り開く道路啓開ルートの検討
・コンテナの流出など、瀬戸内海の津波漂流物対策及び航路啓開ルートの検討
・道の駅やみなとオアシス等を活用した防災機能の強化
・被災直後の被害把握・緊急支援に資するTEC-FORCEの充実
・初期被災調査のためのヘリコプター導入と資機材の整備
・地域防災力の向上のための対策
・仮設住宅対策の検討

・南海トラフの巨大地震が発生した場合、中国地方は太平洋沿岸地域に対し迅速な支援
が期待される。そのためには、関係機関が連携した広域支援体制が必要

・関係機関（国、自治体、マスコミ、研究者など）や産官学の連携
・支援資機材や支援ルート、関係者間の役割分担など、具体的な広域支援計画の策定
・広域災害を想定した防災訓練の実施
・建設・運輸業者との災害協力協定等の促進

・関係機関、各大学や民間の研究機関が有する地震・津波に関する情報を共有化するとともに、英知を結集し調査分析を行うことが重要

・全国的供給を担う港湾、基幹道路、空港等のネットワークが機能不全になれば、経
済被害が全国へ波及

・日本海沿岸部、瀬戸内海側と日本海側を結ぶ道路網整備の遅れや橋梁等の老朽化問題
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３．東日本大震災の対応事例

排水作業 ３月１３日
～５月３０日

通信環境の構築 ３月１３日～４月２８日

被災状況調査（道路）３月１２日～１８日

自治体への支援 ３月２１日～４月２７日

被災状況調査（河川）３月１３日～４月２日

仙台塩釜港
被害状況調査（港湾班）

3/16(水)道路班ミーティング
（東北地整内）

3/16(水)道路部長へ
被害状況調査報告書引渡

石巻港
被害状況調査（港湾班）

3/16(水)旧北上川
被害状況調査（河川班）

3/16(水)旧北上川(江合川)
被害状況調査（河川班）

3/14(月)国道45号被害状況調査
（道路班）

仙台港被害状況調査（気球空撮システムによる調査）
コンテナの散乱状況

3/31(木)鳴瀬川
被害状況調査（河川班）

3/31(木)
被害状況とりまとめ（河川班）

名取川(名取市)における衛星通信車稼働状況

大槌町災害対策本部（中央公民館）における
Ku-sat設置稼働状況

排水ポンプ車、
照明車の稼働状況

東松島市長より要請を受ける
リエゾン

（東松島市災害対策本部内)

仙台市建設局長との意見交換
（仙台市建設局内)

３月２３日 ３月２２日

４月８日

仙台市とリエゾンによる被災
状況調査

（仙台市西公園)

中国地整TEC-FORCEの取り次ぎ
で広島県庄原市から物資受渡し

（東松島市長へ）

３月２７日

配信映像

被災状況調査（港湾）３月１３日～２９日

東北TEC-FORCE
総合司令部

３月１７日～５月３０
日

総計103名、延べ１１５５名のTEC-FORCE隊員を派遣 （3月12日～6月11日）

8



４．平成２３年９月台風１２号の対応事例

◆TEC-FORCE派遣

９月７日から総計８２名。延べ６３３人を派遣。

台風12号によって、紀伊半島では甚大な被害が発生しています。
中国地方整備局では、近畿地方整備局に対する応援として、災害対策用機械派遣・TEC-FORCE派遣を行っています。

奈良県十津川村栗平
9月7日～

衛星通信車１台を河道閉塞箇所の監視の
ため、奈良県十津川村栗平へ派遣し、カ
メラ映像を24時間関係自治体へ配信。

近畿地方整備局内、和歌山県庁内、
奈良県庁内で、派遣された各地整
と協力し、TEC-FORCE各班の情

報収集、関係機関との連絡調整。

奈良県・和歌山県9月8日～

奈良県・和歌山県内の河川被災状況調査。調査結
果を県へ報告。

和歌山県那智勝浦町内の道路被災状
況調査。調査結果を県へ報告。

奈良県内の河道閉塞箇所の状況をヘリコプターや
踏査により調査。調査結果を県へ報告。

河道閉塞箇所の監視や応急対策のために、照明車１１台、高揚程排水ポン
プ車１台を派遣。

対策本部車で調査結果とりまとめ

県への報告

9月8日～

上総近畿地整局長へ報告

県への報告

ヘリ搭乗

情報収集作業

◆災害対策用機械派遣

9月22日～

現地調査

奈良県内の大規模河道閉塞箇所の現地
調査。調査結果を近畿地整へ報告。

◆河川班 ◆道路班

◆砂防班
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５．中国地方
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